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IT時代に向けた大阪府行政と情報管理について（松井、明石、沢）
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1．は　じめに

lT時代に向けた大阪I仔行政の情報化の取組みについて考察する。クローハ

ルに進展する情報通信分野の技術進歩を背景として、IT利用が高度化になる

と同時に、ヒンネスや市民生活での多様な利用が急速に進んでいる。さらに、

国民生活や企業行動をはじめ社会経済全般にわたって構造的な変革がもたらさ

れる。IT革命は産業革命に匹敵する歴史的大転換を社会にもたらす。情報通

信技術の活用は、情報流通の費用と時間を劇的に低下させ（電子メールは世界

中即時に伝達でき、密度の高い情報のやり取りを容易にしている）、その結果、

世界規模での急激かつ大幅な社会経済構造の変化を生じさせる。世界は工業社

会から高度情報通信ネソトワーク社会や情報と知識が付加価値の源泉となる社

会に急速に移行しつつある。

大阪府の電子府庁の実現に向けての取組みと大阪府が進めているIT化のた

めの主なプロンェクトについて考察する。電子府庁というのは、ITを利用す

ることによって、これまでの役所仕事を改革させ、住民にとって便利であり、

効率的な行政を実現していくことである。また、府のIT化のプロソェクトは、

大阪経済を支える中小企業をハックアソプし、活力と特色のあるオンリーワン

都市大阪を目指すための試みである。

こし



lT時代に向けた人板府行政と情報管理について（松井、明石、沢）

2．1T化の現況

2．1　インターネットの着実な普及

lTを支えているインターネノトの我が国の利用者数は、ここ数†lで急速に

そして着実に増加を続けている。総務省の「通信利用動向調査」によると、イ

ンターネソト普及率は、図2．1のとおり平成14年末で利用音数が6千942万人と

なっており、1年問でlT349ノブ人の増加をホした。回帰分析を行うため、放

物線による回帰方程式は、式1のとおりである。

Y＝0011十0062X　＋00048XJ・　　　　　　　　　　（1）

RZ＝09838

ここで、Y二インターネット人口、X‾‾イ／クーネソトの利用年債である。

この阻係における決定係数（Rリは、Ⅰ㍗」09838の高い係数であることが確

認された。

また、6歳以上の人目普及率は545％と、初めて50％を卜阿った。また世嵩

54，5　n 

／－‾′′‾211 �� 鼎H�C�� 

37．1 

、†′戒が1人、l′成1眈Hにヤ戌11年末：机成12咋末、l′成1．川東＼†′成HiI末

図2．1IT化の現況（インターネソト人目普及状況）
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I T時代に向けた大阪府行政と情報管理について（松井、明石、沢）
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図2，2　企業・ll±帯・事務所でのインターネソト普及率
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図2．3　インターネット利用の国際比較

普及率は、すでに81％に達している（図2．2）。

世界におけるインターネット利用者数は、平成14年二9月現在、約6倍560万

人に達し、人し」普及率を国際比較すれば、1位がアイスラントで698％、米国

一4－



IT時代に向けた大阪蹄J政と†嗣膵理について（松井、明石、沢）
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X　音声　映倫デジタル信等をそわそわの圧描｝王領二より恰推量を小さくして低迷した場合

図2．4l口線谷量と利用UJ龍なコンテノツ例

は591％で7付、我が国の545％は10番目と、、初弦14作調塵の16位よりと昇し

ている（図2．3）。

2．2　拡大するブロードバンド

最近は、さらに広帯或、高速な通イ訃1緑の普及によって実現される次世代コ

ンビニ」，‾タネノトワークである「フロートハノトlも急速に拡大しっっある。

フロ‾トハントとは、光7ァイハやDSIJ、CATV（ケーブル・テレヒ）な

とを用いて実現する、一般に500khps以卜の通†口r口1線で梢成したネットワーク

を指している。

ネットワークの「口1線容日と利用可能なコンテンツを例／」こした（図2．4）。我が

国では、世帯におけるイ／クーネソトの接続万上として、フロートハント回線

が普及してきており（図2．5）、とりわけ、ADSLかその牽引役を果たしてい

る0その安閑としては、競争環境の整備による新たな事業苗の参入や、事業者

間の競争による料金の低尉ヒが進んだことなとがあげられる。

2．3　日常生活におけるインターネット活用

日常生r占における情報通信のインターネソトr．1円内細こついて考察する。同

じ通信利用動向調査の結果によると、インター∵不ソトで最も中川J率の高い用途

－　5－



IT時代に向けた人阪府行政と情報管理について（松井、明石、沢）

ブロードバンド回緑
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lSl）N（ダイヤルアップ）
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図2．5　フロートハントの普及率
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図2．6　インターネソトの利用状況

は、電子メールで653％、2位が情報検索で591％、3位がニコ」一一スt大気予

報の情報入手となっている（図2．6）。また、個人のインターネット利用者のう

ー6－





IT時代に向けた大阪府行政と情報管理について（松井、明れ、沢）
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図2．9　ネットノヨツピンクの購入内容（複数回答）

3．政府のIT戦時

3．1　e－JapanlT

国のIT基本法（高度情報通信ネットワーク社会形成基本法）が平成13隼1

月から施行され、l司月にIT戦略本部が設置された。平成15年5月15Hに開催

されたIT戦略本部において、「eJapan戦略Ⅲ（案）」が小された。7月2日

発表の「e－Japan戦略Ⅱ」によると、lT戦略第一期である基盤整備は達成さ

れつつあり、今後、第一期としてIT利活用により「元気・安心・感動・便利」

社会を目指すへきとされ、そのため、国民にとって身近で、社会的に大きな効

果が期待できる「医療、会、生活、中小企業金融、知、就労・労働、行政サー

ヒス」の7分野から先導的にIT利活用を推進していくことを提案している。

また、IT利活用の高度化に不可欠な社会基盤の整備として、「次世代情報

通信基盤の整備」や「安全・安心な利用環境の整備」をはじめとした5つの主

要項目を掲げている（図3．1）。

－8－



IT時代に向けた大阪府行政と情紺打倒こついて（松井、明石、沢）

e－Japan戦略　H

机／い日ソhゝ肘掛解錨

1欠世代ほlg頑佃碁盤の空欄

2　耳令射、もIJl用環境の塑欄

3次世代の通を与力出㌻研究閲兜の漁遽

4　キl活用拍代の日人メイの育成と竿苛の振J唯

511を随とし7翫7＿川紺野間鴨の瞬間

方吏恨先付け　軌鵡等

口　　　　　　　　　＝欄

I IT出払瞳一加　工飴鴫膿は蒲成文九つつれる　　　　　　　　　　　　l

l　　　　　ィ　ト囲叩汀桧の整腸　甘和せ価水塵の月餅叩rl師　も草嘲れ引　息子血刀ヤ聞け汗■慄重唱　　　　　l

図3．1e－，Japan軌跡叫l組み

電子政府・電子自治体の推進
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図3．2　一竜r政府・‘竜子臼治休の推進

－9－



IT時代に向けた大阪府行政と情報管理について（松井、明石、沢）

3．2　電子政府・電子自治体の推進

I T化は、行政分野においても同様であり、国や地方公共団体が行政サーヒ

スの提供に当たってI Tを活用し、自宅や職場にいながら行政に関する情報の

入手、住所・戸籍や税の申告・納付といった手続等をインターネットで行うこ

とができる電子政府・電子自治体を実現するため、様々な取組みが推進されて

いる。

図3．2では、左に国の行政機関を結ぶネットワークである霞ヶ関WANが、

右に地力公共付1体を結ぶネソトワークである総合行政ネソトワークが描かれて

いる。それらは、相互に接続されることにより、電子政府と電子自治体がネソ

トワークでつながるというイメーンをホしている。

4．「e－ふちょう」アクション・プラン

I T社会への動きの中で、大阪府の111化はとのようになっているのかを考

察する。大阪府では、「lTで殻を破る」ため、平成12年9月に「人阪IT冒

言」を子Jい、電子府rlの実現に右手し、平成13咋3月に「『e－ふちょう』ア

クンヨン・プラン」を策定し、全庁的な調査・検討の結果をもとに、今後の子」

度　　　　　　　　　20D2年度　　　　　　　　　2003年度

図4．1揖子府庁に向けての取約み
～「e－ふちょう」アク／ヨノ・ブラノ～

－10－



IT時代に向けた大阪府行政と†■里椚計理について（松井、明石、沢）

動目標を川Jらかにした。

只体的には、e－ふちょう（竜一r府庁）として、内部的には絶え間ない業務

革新を、外部的には剛lう・便利な‘ト』／サーヒスを提供する「府民本位」の行政

ノステムを構築するため、平成15年を目途に、ハ一子ャル肘庁、ノェイブアッ

プ府庁、ネットワーク府月の3つを総合仰こ遵成することを目標にしている

（図4．1）。

5．バーチャル府庁

5．1　府ホームページ

3つの柱の1つHの柱であるハーチャル府庁は、各家庭や各企業なと、府民

の方に身近で便利な仰）をめきしているものである。内容としては、まず、イ

ノクーネソトを活用して、容易に必要な川寸政情報を入手できる、大阪府ホーム

ペーンの充実・整備があけられる。府ホームペ一一二／は、平成8年に開き、平成

14年度末時点で約2「4（）0件の情報を掲戦している。3咋間で倍増させる予定

が2年間で廿懐を迂成した。登減しているイJ政情報は多岐にわたるが、「最近

の動き」である「ニュース＆トビノクス」をはじめ、「健康・福祉」、「生活・

環境」、「産業・労働・まちっくり」なとに分類し、妃やすさに心かけていると

ともに、「靭帯サイト」や「こともウェブ」なと、府矧ことって利便性の高い

ホームペー／つくりを「人二しているr－　また、R（7）イ拍巾なノブのために、苫声読

み上げソフトを使って理雛できるようなl叫血とすることなと、ユニハーサルデ

ザインの考え小こ址ついた誰にも利用しやすいホームペーンつくりを心がけて

いる。

5．2　電子（インターネット）を使った申請の推進

電子申請、つまりインターネソトによる申込みや届出について考察する。図

5・1はインターネットを便■た申請の流れ図である。まず、各家庭や各企業な

との申請書が申請や届出の吾頓艮電下町こ作り、インターネットから、オンう

り



lT時代に向けた大阪甘抒丁政と情報管理について（松井、明石、沢）

図5．1電子（インターネット）を使った申請の推進

インで送信する。これは、電子申請システムで受け付けされ、業務ことの審査

なとを回って、処理伏況確認のうえ、届出が受け付けられたとか、許可がおり

たとかなとの結果が各家庭や各企業に通知されるというのが一般的である。平

成14年度は、施設利用やイへ／卜・講座の参加1申込みなと、H一役ハカキや電話

でも受けィ、」けている簡単な申込みについては、110種類であった。

この他に、平成14年から職員採用試験も電子申請で受け付けている。平成15

年の5月に受け付けた大学卒業程度の試験の電了での受付率は全体の約30％

（3千400人余りの申込みのうち1千040人余り）である。平成14年は約25％で、

インターネソトからの受用の割合が増加している。平成15咋1月から、自動市

税のイう‾所変更届、5月からは府営住宅の入吊申込みなと件数が多く、効果が高

いものからインターネットでの受付を開始している。

従来の郵送や持参なとによる申込みや申請をやめるわけではない。これまで

のん法にプラスして、インターネソトも使えるということである。府民にとっ

ては、便利になるが、役所の側は、当面はより手間がかかるようになるという

血もある。インターネソトがもっと当たり前になって、ほとんとが電子申請に

－12－



IT時代に向けた大阪肘行政と憎拙僧則こついて（松井、明石、沢）

なれば、役所の瓢務も効率的になると確信する－，

2・3年以内には、国や爪の税金の電／巾告ができるようになるという計画

もあり、ますます便利になるとはわれる。たた、運転免許証の更新やパスポー

トの申請なと、本人の確認や検査のために1回は窓川こ行かなければならない

手続きも残ると思われる。例えは、パスポートの中掛まイノクーネソトでもで

きるようになるが、受け取りは、今のところ窓口に寺Jかないと難しい。便利に

はなるが、刑能というわけではない問題もある。

5．3　電子入札システムの開発

公共丁零の入札をめくっては穫々の問題が新聞でも報道されているが、入札

事務の電子化により、公正で透明性の高い丁続きを進めることができるように

なる。先寺Jして電子入札を実施している横碩賀■lJでは、入札価格か下がったと

いうテ一夕も報告されている。1‾G了入札は、パノコンやインターネノトに慣れ

ていない中小・零細企業に負目をかけることになりかねない。そういった事業

者の埋解を十分得ながら、なるべく簡単に使えるようなシステムをつくってい

くことが重要である。ノ竜／入札の導入について人きな流れを示したものか（図

5．2）である。

大阪府では、平成15咋9ノ」に入札を行う大槻傾な公1日事から電子入札を開

始した。平成15年度には19件の佳日′入札を実施し、順次拡充していく予定であ

る。電十入札の実現により、入札するためにわざわざ肘庁やf二木事務所なとま

で足を風；、必要がなくなるため、手続を行う企業のn指か軽くなる。以1．が、

府民の方々が、実際に什川に行かなくとも、パソコンなどからアクセスすると、

あたかも実際に行ったように、情報を得られたり、手続かできる、ハーチャル

肘庁の説明である。

6．シェイプアップ府庁

e‾ふちょうの2つ臼の‡iであるシェイプアソプ府庁であるが、これは、人

阪府庁の内部において、スリムで効率的な府庁をめさしているものである。内

1：う



1T時代に向けた人阪腑行政と情報管理について（松井、明石、沢）

大阪府電子調達システムの概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌢

入札参加編椙等蓋申請受付
工事舞築要項の公奈
入札参加申請の苗盃・結実眉側
工翠説明誕料等の交付・蛋問回害
入札、開札
入札結果の公表

図5．2　電子入札システムの開発

容としては、まず、IT化によるBPRの実施であるが、BPRとはヒシネス・

プロセス・リエンノ二アリンクのことで、これまでの仕事のルールを㍊出して、

業務プロセスを抜本的に再構築することである。

次に、府庁l勺部の財務管理や人事給与管理なとのいわゆる基幹システムを再

構築し、個々の職員が白らパソコンで情報を入力する発生源人力方JCを「】i」提に、

ポータルサイトと　一括して運用する総務サーヒスセンター事業が人きなプロソェ

クトである。

その他、全庁に共通する旅費や給与報告、物品事務なとを効率化するため、

パソコンとネソトワークを活用して、職抗の庁内千続や決裁なとを揖／化する

所共通事務システムを運用している。このうち、出張時の交通出の届出や、職

員が引越したときの転属届なとは、既に、平成13イ11月から紙をやめて、パソ

コンからの届山により処理している（図6．1）。例えは、暑1i張に関する処理では、

いっ、とこへ行くのかをパソコンに入力すれば、交通費を白動的に計算して翌

月に職員の銀行口座に入金されるようになっている。山張ルートが通勤ルート

と重なる場合は、その分は「l動的に差引かれる。職員が引越しした時も、通勤

14　－



tT時代に向けた大阪附行政と情報管理について（松井、明石、沢）

図6．1新共通事務システムの稼動

手当や住居丁当なとが変わってくるので、パソコンから届けることになってい

る0このように、パソコンの什事への活用は、府庁でもとんとん広がっている。

6．1総務サービスセンターの整備

総務サーヒスセンターの盤備というのは、胸吊のr大棚改革をめざすためのリー

ティンクプロ／ェクトである（図6．2）。事業のU的は、府庁の内部管理部門の

スリム化である。先程述べたような、出張や引越しの帆Llだけではなく、お金

を支出する事務全鰍こついて、パソコンの上で意思決定していくことになる。

職員がパソコンでデータを入力することで、小間で紙のテ一夕を集めたり、薬

理したりする庶務事務とl呼ばれている什事が不要となり、事傍の効率化が図ら

れるわけである。これにより、知事部局と教育委員会あわせて約350人以上の

職員の削減をめざすとともに、紙の使用も少なくなり、ペーパーレス化による

経費の節約ができるようになる。

また、職員のl問い合わせに答えるコールセ／ターも民間委託により運用する。

ソステム開発等の業者選定については、コ【ルセンターの運用も含め、開発2

－15－



IT時代に向けた大阪肘行政と情報管理について（松井、明も、沢）

「8－ふちょう」のリーディング・プロジェクトであるとともに、行政におけるITを′舌用した組瑞運営改
革の新たなモデル
＜紐要＞
パソコンで情報を入力する発生源方式を前提に、人事給与、財務会計、物品既達といった基幹システムとポー
タルサイトを一括して構築・運営するとともに、これに関連した職員からの問い合わせに築申して対応する
コールセノターを整備運営する。

＜事業規模＞約28億円　　＜対象範囲＞70，000人

＜スケジュール＞平成16年度当初「総務サービスセンター」を開邑足

労総務サービスセンタ」周矧巨のイメージ

∴＿＝‖
図6．2　総務サーヒスセノクーの整備

年、運用5年の7年間のトータルコストと件能を総合的に評価する入札万汰を

採用した。トータルコストでの評価や思いきった民間委託なとは、睦＝まもちろ

ん、全国の地方公共団体でも初めてのことであり、他の都道肘県なとからこの

プロシノェクトに関する問い合わせがたいへん多いということだ。平成16年度当

初のセンタ【閻投をめざし、現在、システム開発中である。

6．2　行政文書管理システム

、l／成15年度から行政文，与管用システムか、11式にスタートしている（図6．3）。

役所の意思決定というのは、文ガであらわす。これは、奈良帖代の木簡から変

わっていなかったが、パソコンの卜で原案が担1者からFl＿はれ、課長や部長が

パソコノ卜でボタンを押して決裁、意は決にすることになり、画規的に変わる

ことになる。原木がデータなので、保存スペースもいらず、情報公開のニース

にもたやすく対応でき、相当の効率化を期待している。

－16－
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lT時代に向けた大阪府行政と情報管理について（松井、明石、沢）

郡で訂’W∴　　　　　　　　■

‥r・　－‥　　、・‥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　l・．・Lr l－

¶仙】‾－‾▼1滴rt‾前行予示シル玩瓦丁▼Ⅶ－‾‾‾‾文言吾善人ルノシート　　　¶コ

平成15年度からの新しい文書事務について

6，3　大阪府の建設CALS／EC

この他に、ン′ェイ707ソプIif庁の‡要なプロン′ェクトとして、建設CALS

／ECがある。CALS／ECとは、「公共弔業支援情報システム」の略称で

あり、従来は、紙で交換されていた帖報を′お手化するとともに、インターネッ

トを活用して公共l事に関連する多くのチークへ－スを連携して使えるように

していく取組みである〔図6．4）。平成1車l度のシステム開発としては、次の2

つを行った。

1つは、凶血なとの成果∴をCD－ROMなとの．占「チークで納品してもら

い、超†図両として活用を図る‘L壱†納㍊システムである。2つ口は、工事施工

申の打ち合わせ簿等を、サーハ伽こ満一1しておき、施l薬石や大阪府の担、‘う者

が相互にチェソクするなと、お互いの情報伝達に利川する情報共石システムで

ある。

17－



IT時代に向けた大阪府行政と惰報口跡こついて（松井、明石、沢）

′・…・・・・…司■Lヰ譜語盃⊥…‥ト
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ヽ●注十・■■－■一・・号　　　　　＼

図6A　建築CALS／EC　～公共＝事事預の電子化～

以上2つのシステムを構築しており、平成15年度から　一郎運用を開始した。

15年度はこれを史に進めて公共　＿事の設計積算から施丁管押・維持管理までの

トータルな什組みについて調査を行い、16年度からシステム開発に贈り細む予

定である。

7．ネットワーク府庁

7．1　ネットワークの接続

e－ふちょうの3つ臼の住は、ネソトワーク府庁である。これは、行政とう

しの不ソトワークをっないで総合的な行政サーヒスを提供することをめざして

いるもので、同や市町村とのネットワーク接続が主な内容である。全国レヘル

としては、2つのネソトワークがある。1つHは総合行政ネットワークである

（図7．1）。これは各行政機関が電r的な公文書のやりとりを行う基盤となるも

のであり、都道府県レヘルでは平成13咋度に全都遺肘県と接続済みで、肘内の

一一1と；－
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IT時代に向けた大阪府h政と惰報管脚こついて（松井、明石、沢）

図7．3「榊†村との共同取り組み

市町村とは、l′成15イ17月に接続が完了した（運用は8月1日）。これにより、

これまで公印という役所のはんこを押していた正式な文書が、コンピュータ卜

のチークのやりとりで文書交換されるようになった。

2つHは、全市町村と閑が住民登録事務をネソトワークする住民基本台帳ネソ

トワークである（図7．2）。これは、平成14年8月から、制度がスタートしてお

り、平成15年8月からは、住民基本台帳カートが発行されるとともに住民票の

写しが住んでいる市町村以外の窓口でももらえるようになるなと、制度が広が

ることとなった。さらに住民基本台帳カートを利用した公的個人認証サーヒス

が平成16什1月からスタートし、オノラインによる行政サーヒスがより便利な

ものとなった。

7．2　市町村との共同取り組み

大阪府では、府と市町村との共同抱兇1みも先進的に進めている（図7．3）。各

市町村の体育館やクラント、テニスコートなとのスポーツ施設の予約や自動抽

選、利用料金の決済ができるオーパスソステムは、府と14市1町が参加して平

一一一20－



IT時代に向けた大阪府行政と帖晰月掛こついて（松什、明石、沢）

成8年から共同運営しており、巾封4年4月からはインターネットから申込み

ができるようになった。年間800万†′ト以卜の利用がある。この種の公共の共同

利用システムとしては、全国で鼠人規模である〔〉こうした」帥職組みの基礎の

うえに、平成14年の4月に、J付内の44全日川丁村と大l坂府でr人阪電子自治体推

進協議会」を発足させた。

平成15年度は、肘と市町村を結ぶ総合行政ネノトワークの整備を行い、8月

には府城ネットワークを構築したはか、電了入札システムの共同開発・共同運

営に向けた取組みもすすめている。

8．おわりに

8．1　認証基盤の整備

電子自治体構築のために重要な施策の1つである認証基盤整備について考察

する。インターネソトの世界では、相手んを由接対面した上で確認することが

できない0こうした環境の中でも相手方を確認するために用いられるのが電了

認証の制度である。インターネソトのようにオーブンなネソトワークの中で安

全な情報を送るためには、惜別を暗引ヒしなければならないが、公開鍵と秘密

鍵という鍵のペアを利川した公開鍵方式と呼ばれる什組みにより行うことがで

きる。

例えば、AさんがB没所に申請．号を送る場合、日子射下の公開醍Bを使って唱

引ヒした申請訊こ白分の秘密埋Aで暗号化した署名をっけて送る。B役所では

自分の秘密鍵Bを使って申請JFを復弓処理するとともに、Aさんの公開鍵Aを

使ってAさんの署名を復号する0これにより、一一役所では、申請の途中で申請

酌が改さんや盗み見されておらず、またAさん本人が作成した申請書であるこ

とに間違いないと確認できる。

さらに、公開鍵Aを持っている人が確かに実／lするAさんであること、公開

鍵Bを持っている機関が確かに実在するB役所であることを証明する機関が必

要である。このため、認証局と呼ばれる第＿者機関が設けられ、本人確認をし

－21－



IT時代に【叫〃こ大阪府寺了政と情報管理について（松井、明‡」、沢）

地方公共団体による公的個人認証サービス制度の概要

図8．1地方公共団体による公的個人認証サーヒス制度の概要

て鍵の証明．守を発行する役割を担うこととなった。各個人は秘常鍵を厳重に保

管しなければならない。そこで秘密鍵や公開挺証明吉を安全に保管しておくソー

ルとして、I Cカート、例えば住民基本台帳カートが注目されるのである。公

的仲人認証については、認証局の機能を2つに分けて、本人確認なとの登録機

関は市剛村の窓［］が担当し、公開鍵証明吾を交付する発行機関として都道府県

が折当する（図8．1）。

さて、既に述べた総合行政ネットワーク、住民基本台帳ネソトワークとこの

認証基親懲偶の3つの施策は、平成15年度に合流した。つまり、総合行政ネッ

トワークで全国の自治体を接続し、国の霞ヶ関WANとも接続される行政用の

ネットワークが構築され、住民盛本台帳制度の拡充により、イ1民基本台帳カー

トの発行も開始された。さらに、R治体の組織認証が運川され、国民一人ひと

りの個人認証が始まった。国民は住民基本台帳カードを活用して行政のワンス

トノ70サーヒスを早受することができ、さらにインター不ットを使って自宅で

電子申請や届出を行うことができるなと、行政サーヒスの広がりが期待される。
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IT時代に向けた人阪府行政と帖報管理について（松井、明石、沢）

図8．2　インターネソトの安全怖・信相性を脅かす事例

8．2　セキュリティ対策

情報通信基盤と並んで、電√府庁実現のためのもうひとっの課題である情報

システムの′友全対策である。ネソトワーク社会が進展するにつれ、悪意の第三

苗によるチークの盗み読みや他人へのなりすまし、コンピュータウィルス、ネッ

トワークへの木止侵入により、大事なチークが破蛾されたり盗まれたり、また、

改ざんされたりすることなとが大きく問題になっている（図8．2）。

コンピュータウィルスについては、平成13年までは、加速度的に増加してい

たが、平成14i‖ま2力0352件で、平成13ていこ比へると若干減っている。しかし、

平成12年の2倍の什数があり、決して少ない数字ではない。これは届出のあっ

た件数であり、実際はもっと人きな放下だろうと思われる。このうち実際に／ヾ

ソコノに感染し、実害のあったケースは8％にととまっている。年々被害にあ

う割合が減ってきており、ウィルス対顎ソフトの導入なと適切なウィルス対策

が実施されてきているからではないかと考えられる（図8．3）。
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IT時代に向けた大阪肝行政と情報甘で削こついて（松井、明石、沢）

㌔♂♂♂♂♂式詳言詳言詳
コンピューターウイルス被害届年度

図8．3　コンピュータウィルス被害届出数

次に、人阪府の情報システムの安全対策を考察する。各職員のパソコンにウィ

ルス対策ソフトを入れ、ウィルスチェックを行っているのはもちろん、府庁内

のメールサーバとメール中継用の転送サーハ軸こもウィルス対策ソフトを入れ、

複数のチェソクがかかるようになっている。また、不止アクセスをl措くため、

外部接続エリアにファイアーウヵールという防御用のコンピュータを設置して

いる（図臥4）。ちなみにファイアーウォールというのは防火壁という意味であ

る。

平成14年4月に大阪府のセキュリティ・ポリノーという安全対策のさまざま

な取り決めをつくり、安全保護のための職員の技術や意識の向卜なとを図って

いる。近年、個人情報の保護がますます重要になってきている。一一且漏れてし

まったら取り返しかっかないだけに、万全の対策が必要である。

8，3　府庁内のパソコンやネットワークの整備

電子府庁を進める前提として、職員川のパソコンや肘「）の中のネソトワーク

回線整備が不可欠である。まず、職員が使うパソコンの整備であるが、本庁で

はすでに平成13年9J］に、ノートパソコンが職員1人に1台の体制になってい

る。そして、山先機関についても、平成1的二旺中に職員パソコンを相当数調達

し、概ね2人に1台体制になる。また、本庁と出先機関を結ぶネソトワークに

－2／1－
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11’時代に向けた人l坂肘行政と惜相関勤こついて（松井、明イ一、沢）

図8．4　大阪府庁l人Jのネノトワークにおけるウィルス対策

ついても、これまでは研秒64キロヒソトのISDN凶緑で結ばれていたが、光

ファイハを使って100倍以上の鯨秒10メカヒノト、あるいは山先機関が集まっ

ているヒルなとは100メカヒントという高速なサーヒスで接続することとした。

8．4　次期e－ふちょうに向けた取組み

「e－ふちょうJアク／ヨン・プランは平成15叶度末までの石動計l巾lとなっ

ているため、平成1郎目安以降の新しいヒン′ヨンや行動計画が必要である。この

ため平成15年度、学識経験占ら5名から成るlT推進懇話会を組織し、社会状

況や技術動向なとを踏まえ、人阪府庁のIT化や人阪府城のIT用：進の方向件

なとについて検討が重ねられ、12月に大阪肘に対して提言が子iわれた。人阪府

としては、こ町提言を受け、新しい行動計画をとりまとめ、、軌某16年度以降も

「e－ふちょう」を・屠推進していくこととしている。

111化の技術の進也明速さと多様化はHをみはるものがある。これに遅れる

ことなく行政のIT化を進めていかなければならない。そのため、官民共ruJの

こ、
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作業を試みたのである。IT化の推進にあたっては、先ほと大阪電子∩体推進

協議会での共同取組みを紹介した。このような自治体間の広域連携が必輩であ

る。自治イ本や地域が一休となり、地域のポテンシャルを生かしたスタイルを確

＼■たし、日立した発展を遂げることが鎚になると考えている。そして、11、を活

用して、肘民や市民にとって便利であり、ムタのない効率的な府庁を目指して

いくべきである。さらにl Tをコミュニケーションの遺貝として店川し、都市

の原動力になるようなオンリーワンを生み出す必要がある。大阪の日立的発展

が、低迷した現状を打破し、大阪、関内そして日本の発展につながるものと信

じている。

9．おわりに

I T車上会への動きの中で、大阪府のl T化はとのようになっているのか述／＼

る。人阪府では、「I Tで殻を破る」ため、2000年（平成13イ1）9月に「大阪

111宵云」を行い電子府庁の実現に着手、2001年（平成14年）3ノ】に「e－　ふ

ちょうアクノヨンプラン」を策定して、行動口標を明らかにした。「UJプランは、

2003年（平成15年）度を目途に、ハーチャル府庁、シェイプアンプ府庁、ネソ

トワーク肘庁の3つを総合的に達成することを目標にしている。

ハーナヤル府庁は、各家庭や各企業なと、府民の力に身近で便利な府庁をめ

ざしているものである。内杏としては、人阪府ホームペーンの充実・整備、竃

√申請、つまりインターネットによる巾込や届出、竃r入札なとがある。特に

電子申請については、職員採用試験の受験申込み、自動車税のイ1所変更届、府

営住宅の入居申込みなとについて、イ／クーネソトでの受付けを開始している。

シェイプ7ノブ府庁は、人l矧付庁のr人J部において、スリムで効率的な府庁を

めざしているものである。⊃府庁の内部改革をめざすための事業として、総務サー

ビスセンターの整備、行政文茸管理システムの中人、建設CALS／ECの検

討というものかある。総務サーヒスセンターは、府庁の内部管和郎門のスリム

化を図るため、出張や引越しの届出だけではなく、お金を支出する事務全般に

ついて、パソコンの上で意思決‘走していくものである。行政文＃管理システム
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は、課長や部長がパソコノ」＿でポタ／を押して決裁、意思決定するもので、平

成15年度から導入した。建設CAl」S／HCとは、「公共事業支援統合情報シ

ステム」の略称であり、情報を揖l′化するとともに、イノダーネソトを活用し

て公共⊥耳目こ関連する多くのテ一夕へ－スを遁供して仕えるようにしていく取

組みのことである。

ネノトリ∴－ク府庁は、行政とうしのネノトワークをっないで総合的な斎」政サー

ヒスを提供することをめさしているものであり、回や市剛村とのネソトワーク

接続が主な内容である。凧と佃日日」との共川での封珊1みも、人l坂は先進的に進

めており、省巾町村の体育鮒やクラント、テニスコート屯とのスポーツ施設の

予約システムのハト］J運常長右うオーパスノステムは、肘と14両1町が参加し、

、lろ成8年から共同運営、、r′成14咋4日からはインターネノトから巾L込みがで

きるようにな一1た。こうした一矧‖ル組みの几礎のうえに、、内堀14勺の4月に、

府l勺の44全巾田」Hと人阪川、」で「人阪電子「l治体推進協議会」を発足させた。全

国の∩治休や【司と結ぶ総合寺」政ネソトワークの八lu」整備を行うとともに、電子

入札ノステムの」佃順光・共同運営に向けた膜組みなとをすすめている。

情報通信基盤と、Ir′んで、‘竜川端実現のためのもうひとっの課題である情報

ソステムの安全対策であるが、省職Hのハソコ／にウィルス対策ソフトを入れ、

ウィルスチェノクをキトJているのはもちろん、府庁内のメールサーハとメール

中継用の転送サー一一′′＼「勺にもウィルス対策ソフトを入れ、複数のチェソクがかか

るようになっている。また、不正アクセスを防ぐため、外那接続エリアにファ

イアーウォールという防御川のコンピュータを設閏している。平成14咋4月に

は、大阪酌のセキュリティ・ポリ／∴－という、‘安全対策のきまさまな板り決め

をっくり、安全保護のための職員の技術や乱雅の向上なとを図っている。
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